2008年度「労働法」（水町）

第7回　労働法の法源2―「就業規則」（text91-107）
１　就業規則の手続―作成・変更手続
　　○作成義務と必要記載事項

　　○意見聴取・届出・周知

２　就業規則の実体―法的効力
2.1　他の法源との関係
　　○法令、労働協約との関係（労基法92条、労契法13条）
　　○労働契約との関係（労契法12条、7条ただし書）
2.2　就業規則の拘束力―法的性質

　　○就業規則そのものの拘束力
　　　　・労契法7条

　　　　・その背景にある学説と判例

　　　　　　＃26

　　　　　　＃27

　　○就業規則による労働条件不利益変更の拘束力

　　　　・労契法10条

　　　　・その背景にある判例と学説
　　　　　　＃26

　　　　　　＃28Ⅰ・Ⅱ

・「合理性」の判断基準

　　　　・労契法10条をめぐる解釈問題

　　　　＊就業規則の「新設」により労働条件を変更する場合はどうなるか？

　　　　　　＊労働契約によって（従来の）就業規則より有利な条件が定められていた場合、就業規則を変更してその労働契約の内容を変更することはできるか？

探究　就業規則変更の「合理性」について、手続（なかでも多数組合との合理の存在）を重視して判断しようとする傾向についてどう考えるべきか？
2.3　就業規則の効力発生要件

　　○最低基準としての効力（労契法12条）の発生要件
　　○契約としての効力（労契法7条、10条）の発生要件

　　　　＊労基法上の手続を満たしておくことは必要か？
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